
 

 

 

 

M&Aの新しいものさし  

～企業MBTIが示す相性マトリクス～  

 

 

 

同志社大学  商学部  藤下冴恵  

同志社大学  商学部  永田咲  

同志社大学  商学部  山崎真央  

同志社大学  商学部  中島仙太郎  

 

 

 

＜要旨＞  

 

近年、日本では事業承継や産業再編を背景に、政府主導で M&A の件数を

増やす仕組みが整えられてきた。しかし、数が増える一方で、統合後の成果

に焦点を当てた仕組みは乏しい。従来の M&A は財務や法務に偏った評価が

中心で、数字には表れない要素が軽視されてきた。  

そこで本稿は、あえて ROE や市場規模のような｢外部的に評価可能な定

量データ」ではなく「中に宿る価値観や行動スタイル」、つまり “企業の性格 ”

に注目する。具体的には、性格診断ツールとして広く使われる MBTI の考え

を基に、企業を一つの人格として診断し、文化や人材の傾向を数値化する。 

買収側と売却側を単なる財務データではなく性格の相性として捉えるこ

とで、従来見落とされがちだった文化的な摩擦や人材流出リスクを、事前に

見極めることが可能となると考えられる。これは、M&A を量から質へ転換

させ、売り手と買い手が共に M&A 後に満足できるような、意思決定のため

のツールを提案する。  

  



 

 

1. 背景  

今日の日本経済は、内需の持続的な縮小という根深い構造的課題に直面し

ている。総務省統計によれば、総人口は 2023 年 10 月時点で 1 億 2435 万人

と 13 年連続で減少しており、少子高齢化の進行は、企業の成長戦略におい

て国内市場への依存度を下げる必要性を高めている。この厳しい環境下で、

企業は新たな収益源を求めた海外展開に加え、国内でも事業承継、経営効率

化、そして新規事業の迅速な獲得を目的として M&A を戦略的に活用してき

た。  

 この結果、M&A の件数は急速に増加し、2022 年には 4300 件を超えて過

去最高を記録した。政府は、中小企業庁による「中小 M&A ガイドライン」

の策定や「M&A 支援機関登録制度」の整備といった制度面での後押しも、

市場の透明性確保と取引の円滑化に貢献し、M&A の「量」的な拡大を促進

する基盤は整備されつつある。しかし、統合後の成果が必ずしも安定してい

ないことは、日本郵便による  Toll 社買収やソフトバンクの WeWork 投資な

どの事例からも明らかである。件数を増やすだけでは十分ではなく、非財務

要因を含めた成功率向上、すなわち「質」の向上が次の課題となってくる。 

 

2. 現状分析  

2-1 成果の不確実性と非財務要因の影響力  

  M&A の件数の増加に対して、期待されたシナジー効果や財務的成果に

直結していない事例も多い。これは、M&A が単なる資本の移動ではなく、

組織文化と人的資源の統合、すなわち組織変革プロセスであることに起因す

る。特に、取引の成否は、買収価格や対象企業の財務健全性といった財務的

要因だけでなく、統合される両組織の「相性」や「文化」といった非財務的

要因に大きく左右される。  

  

2-2  文化的摩擦の事例分析  

 この非財務的リスクは、異なる国の企業間で行われるクロスボーダー

M&A で特に顕著である。地理的・法的な距離に加え、企業文化・国民文化

の違いが統合を一層困難にするためである。  

 例えば、ソフトバンクによる WeWork への大規模投資は巨額の減損を招い

たが、急進的なベンチャー文化と投資家側の経営文化の摩擦を解消できなか

ったことが主因とされる。人材流出や組織混乱が財務的合理性を覆した。 一

方、ソニーがゲーム会社 Bungie を買収した事例では、Bungie の創造的独

立性を尊重する統合方針によりが成功した。これらの事例は、組織文化や人



 

 

材マネジメントといった非財務的要素が M&A の成否を左右することを示

している。  

 

2-3 非財務リスク評価における体系化の遅れ  

 非財務要因の重要性が高まる一方で、日本企業の M&A の意思決定プロセ

スは、このリスク評価が不十分である。企業文化や人材特性は数値化が難し

く、体系的な測定が困難な定性的要素である。このため、M&A のリスク診

断や意思決定は、依然として経営者の過去の経験や直感、外部アドバイザー

の知見に依存している。  

結果として、統合前のデューデリジェンス段階で非財務リスクが見過ごさ

れ、PMI 段階で文化摩擦やキーパーソンの離脱などの問題が顕在化するケ

ースが多い。したがって、M&A の「量」的拡大から「質」的成功へと移行

するためには、非財務リスクを体系的に測定し、初期段階で統合リスクを診

断する仕組みの確立が重要である。  

 

3. 提案  

3-1 提案の着想  

我々が着目したのは、M&A の成否において財務的側面だけでなく、企業

文化や人材観といった非財務的要因が大きな影響を及ぼす点である。従来の

分析手法では十分に捉えきれない課題に対し、本論文では「企業の性格」を

基盤に相性を診断する仕組みを提案する。具体的には、企業が自己診断によ

り自らの文化・価値観を可視化し、その結果をもとに相手企業との相性をマ

トリクス上で整理することで統合の成功確率を事前に予測する。これにより、

「自己診断  × 相性診断」の二段構造の構築で財務面の合理性と非財務面の

親和性を同時に評価できると考えた。さらに、この仕組みによって無駄な失

敗  M&A を減らし、企業統合の効率性を高め、持続的な経済成長に繋げる

ことを目指す。  

 

3-2  提案内容  

本研究は、M&A における非財務要因を体系的に可視化し、相性診断を可

能にする「企業 MBTI 診断」を提案する。従来の M&A 評価は財務情報に依

存する傾向が強く、文化や人材観といった非財務要因は軽視されがちであっ

た。この問題を克服するために、本提案では二段階の仕組みを導入する。  

第一段階では、企業の志向や文化を客観的に把握する「自己診断」を提案

する。NFDD 質問票を標準化し、新規事業投資比率、DX 関連議題比率、離



 

 

職率、従業員エンゲージメント、外部連携件数、女性管理職比率などの非財

務指標をスコアリングすることで、各企業は MS（成熟安定）、MC（成熟挑

戦）、IS（革新安定）、IC（革新挑戦）の四類型に分類される。従来は「革新

的に見える」といった印象や属人的な評価に依存していたが、定量化された

データを用いることで透明性と再現性の高い診断基盤が整備される。  

第二段階では、類型化された企業の組み合わせを評価する「相性マトリク

ス」を用いる。買収側と売却側を 16 通りに分類し、過去データに基づき成

功確率を数値化した。2019〜2023 年の国内外 M&A では、IS→IC や IC→IC

のような革新志向同士の組み合わせではシナジーが発現しやすく、ブランド

補完や人材流動も円滑であることが確認された。一方、MS→IS や IC→MS

のように文化距離が大きい組み合わせでは摩擦が生じやすく、追加的な統合

設計や人材配置が不可欠となる傾向がみられる。これにより、リスクの高い

案件をクロージング前に特定し、統合リスクを大幅に低減できると考える。 

さらに、この診断を制度として実装するには政府・金融機関・監査法人が

協力し、NFDD 質問票の普及と標準化を進めることが不可欠だ。財務諸表に

統一様式があるように、非財務データも標準化すると企業文化や志向性の比

較が容易になる。自己診断と相性マトリクスを組み合わせれば案件ごとのリ

スクを数値化でき、追加対策や PMI 計画を事前に設計可能となる。結果と

して、M&A は「件数偏重」から「質の担保」へ転換し、日本企業の持続的

競争力強化に寄与すると考える。   

 

 

  



 

 

4. 有効性検証  

 企業を経営スタイル軸と人的資本・働き方軸の二軸でスコアリングし、MS・

MC・ IS・IC（M=成熟、I=革新、S=安定、C=挑戦的成長）の 4 タイプに類

型化する。判定は誰が評価しても同じ結論にたどり着くことができるよう以

下の定量 KPI を設定する。設定基準を資料 1 より表示している。  

 

（１）経営スタイル（M/I）の判定  

５つの指標、新規事業売上比率（技術革新や新規事業創出能力を反映）、

業界補正後  の R&D 費 /売上（研究開発投資の積極性を示す）、 DX 投資・議

題比率（デジタル化や業務革新への適応力を示す）、新領域の非連続 M&A 比

率（従来事業からの多角化・挑戦度合いを示す）、業界補正後の特許 /新製品

投入速度（革新性の持続可能性を測る）と照らし合わせ 0，0.5，1 点で採点

し合計 0〜5 点となり、3 点以上を I（革新寄り）と判定する。  

※業界補正⇒業界ごとに R&D 費 /売上は大きく異なるため、補正の必要性

がある  

業界ごとに、下位＝下から 25％、中位＝中央 50％、上位＝上から 25％  

（製薬業界は R&D 費率（売上比率）が 10〜20%台、不動産や鉄道は 1%以

下が基本）  

 

（２）人的資本・働き方（S/C）の判定  

５つの指標、離職率（組織文化の安定性を示す）、中途採用比率（キャ

リア多様性を反映）、副業・社外兼務制度（柔軟な働き方や知識交流の度

合いを示す）、リモート /裁量労働比率（自由度とデジタル適応力を示

す）、  ENPS/エンゲージメント上位・社内異動比率（従業員の信頼感・

協働意欲を示す）を照らし合わせ 0，0.5，1 点で採点し合計 0〜5 点とな

り、3 点以上を C（挑戦的成長寄り）と判定する。また、相性スコアの算

出ロジックを考え、用いることでそれぞれの M&A における企業同士の

相性を可視化した。以下が相性スコア計算式である。  

 

相性スコア=2.5+（0.9×経営スタイル適合度）  

       +（0.6×働き方適合度）     

       +（0.4×事業近接度）     

       +（0.3×ガバナンス整合度）  

       −（0.3×文化距離）     

 



 

 

式の設定理由  

 ベース値を  2.5 と設定するのは心理学や意思決定モデルにおける「平均

的出発点」を  2.5 に置く発想と同様である。また、係数の大小に差を設け

たのにも理由がある。先行研究で示された M&A 成功要因を理論的優先度に

応じて数値化・重み付けしたモデルである。具体的には、経営スタイルの一

致（特に革新型同士）が成果に直結するため  0.9 を与え、次に人的資本や

働き方の適合を  0.6 と設定した。事業近接度はシナジー創出の観点から  

0.4、ガバナンス整合度は統合の透明性や摩擦低減への寄与を踏まえて  0.3 

とした。一方、文化距離は統合を阻害する要因としてマイナス補正（ −0.3）

を与えている。設定基準を資料 2 に表示している。  

本研究の四軸診断フレームを実際の M&A 事例に適用し妥当性を検証す

る。  

① 買収側 ソニー（インタラクティブエンタテインメント部門）  

 経営スタイル軸では、ゲーム＆ネットワークサービスが売上の 30%以上

を占め、新規事業比率が高い。研究開発費も売上の約 6%に達し、DX 推進や

デジタル領域の M&A を積極的に実施している。特許出願や新規 IP 投入も

活発で、5 点満点中 5 点の I 型（革新型）と評価できる。  

 人的資本軸では、離職率は 6〜7%とやや高いが、中途採用比率 30%以上、

副業制度やリモート勤務・裁量労働も浸透しており流動性は強い。4 点で C

型（挑戦的成長型）と判定され、総合して IC 型に分類される。  

② 被買収側  Insomniac Games 

 経営スタイル軸では、『スパイダーマン』『ラチェット&クランク』など新

規タイトル比率が高く、R&D 再投資や VR・クラウド分野への積極投資が目

立つ。M&A 実績は少ないが総合 4 点で I 型と判定。  

 人的資本軸では離職率は業界平均より低い 5%前後で、中途採用 30%以上、

副業やリモート勤務も広く認められている。裁量労働文化や従業員エンゲー

ジメントも高く、4 点で C 型に分類される。結果として Insomniac も IC 型

となる。  

③ 判定結果と成果  

経営スタイル適合度： IC→IC → +1  

働き方適合度：C 同士  → +1 

事業近接度：ゲーム産業同士  → +1 

ガバナンス整合度：ソニーはコーポレートガバナンス・コード充実、

Insomniac も米国大手パブリッシャー基準を満たす  → +1 

文化距離：日系大手と米国スタジオ、距離あり  → +1 



 

 

相性スコア＝2.5+(0.9×1)+(0.6×1)+(0.4×1)+(0.3×1)−(0.3×1)  

 ＝2.5+0.9+0.6+0.4+0.3−0.3＝4.4 

 

 以上より、本件は IC／ IC の組み合わせで、相性スコアは 4.4 と高水準。

実際に買収後もクリエイター流出は起こらず、PS5 向け『スパイダーマン』

シリーズの成功が収益を牽引した。革新性と挑戦的な人的資本文化の一致が、

PMI を円滑に進めた好例といえる。  

 

4-1 自己診断の有効性：企業 MBTI の妥当性  

まず、企業が自らを MS・MC・IS・IC の四類型に分類することの有効性

を検証するにあたり、2019〜2023 年のデータと質問票に基づき企業を類型

化し、その性格と実際の経営行動・M&A 戦略との整合性を点検したところ、

ソニーやトヨタのように新規事業や DX 投資比率が高く外部連携を積極化

する企業は革新安定型（ IS）と判定され類型に即した買収（海外先端技術の

取得等）を実行し、一方で食品・飲料など伝統ブランドを基盤とする大手は

新規事業比率が低く平均勤続年数や地域志向が高いため成熟安定型（MS）

に分類されやすく、以上より自己診断は主観的イメージにとどまらず客観デ

ータに裏づく類型化を可能にし、企業が自社の強みと弱みを把握して相手企

業との相性を予測する上で妥当かつ有効であり、M&A のみならず経営戦略

立案にも応用可能であると示唆される。  

 

4-2 相性診断の有効性：マトリクスによる検証  

次に、四軸診断による類型（MS・MC・IS・IC）の組み合わせを基に、2019

〜2023 年の主要 M&A 案件を整理した。それぞれの相性の関係性は、資料

3 の相性早見表に示しており、分類とスコアリングの結果、以下の傾向が確

認された。  

 

高評価セル（平均スコア 3.8 以上）  

 IS→IC、 IS→IS、 IC→IC 

革新志向どうしが結びつくと製品開発や市場拡張が円滑に進み、人材流出

も少ない。ソニーによる Insomniac Games 買収（ IS→IC）は、独立性を尊

重した PMI 設計により新規タイトルが収益を牽引。アステラス製薬による

Iveric Bio 買収（ IS→IC）も研究開発の親和性が高く、革新強化に直結した。  

 



 

 

中評価セル（平均スコア 3.0 前後）  

 MS→MC、MS→ IS、MS→ IC、MC→MC、MC→IS、MC→IC、 IS→MS、  

IS→MS、 IS→MC、 IC→ IS 

 成熟企業どうしや、成熟型が革新を取り込む場合は、安定性を背景に一定

の成果は出るが革新効果は限定的。三井不動産による PropTech 投資

（MS→IC）は技術導入に成功したが文化統合に課題を残した。ZHD と LINE

統合（ IC→IS 寄り）も事業シナジーを見込まれたが、統合作業の難航で成

果は中程度だった。  

 

低評価セル（平均スコア 3.0 未満）  

 MS→MS、MC→MS、 IC→MS、 IC→MC、 IC→ IS 

 成熟型と革新型の組み合わせは文化的摩擦が大きく、人材流出や減損を招

きやすい。日本郵便による Toll 社買収（MS→IC 寄り）はガバナンスや労務

環境の違いからシナジーが発揮されず巨額減損に。逆に新興（ IC）が成熟型

を取り込むケースも、資本力や PMI 基盤不足で失敗が多い。  

 

考察  

 この結果は、相性マトリクスが概念的分類ではなく、実際の成果と強く相

関することを示す。特に IS→IC のような「革新志向の一致」は高成功率を

裏付け、逆に M→IS や IC→M といった「文化距離の大きい組み合わせ」は

失敗集中ゾーンである。したがって本研究の「相性診断フレーム」に基づく

事前評価は、M&A の成否を予測するうえで実務的妥当性を有すると確認さ

れた。  

 

4-3 数値シミュレーション  

さらに、相性マトリクスを活用した場合の効果を簡易シミュレーションで

検証した。2019〜2023 年の案件を基準に、成功確率（スコア 4 以上獲得割

合）を計算すると全体平均は約 45％であった。ここで、事前に相性診断を

行い「高評価セル」の案件を優遇し、「低評価セル」には追加の統合設計義

務を課したと仮定すると、成功確率は 55〜60％に上昇する試算となる。す

なわち、制度として導入することで成功確率が約 10〜15 ポイント向上し、

統合失敗に伴う減損リスクを大幅に低減できる可能性がある。  

 

 

 



 

 

5.  本提言の効果  

 本研究は、M&A の成功を「量の拡大」から「質の向上」へと転換させるた

めには、財務データだけでなく企業文化や人材特性といった非財務的側面を

重視する必要があるという考えから出発した。提案した「企業 MBTI 診断」

は、企業を人格的に捉え、MS・MC・IS・IC の四類型に分類して文化的相性を

可視化するものである。これにより、M&A を単なる取引ではなく「組織の融

合」として再定義し、文化や価値観のずれを数値的に予測することが可能に

なった。  

 中小 M&A 支援制度などに本仕組みを応用することで、非財務情報の活用促

進や M&A の質的向上が期待される。財務諸表が企業の過去を示すものに対

し、非財務データは将来の適応力を示す情報である。したがって、企業文化

を診断し相性を数値化する仕組みの整備は、日本経済の活性化にも寄与する

と考えられる。  

 本研究は、企業を人格的に捉えた MBTI 診断の枠組みを応用し、 M&A にお

ける文化的相性を可視化する仕組みを構築した。これにより、企業統合を単

なる取引ではなく「組織の融合」として質的に高めることが可能にし、今後

の M&A 支援制度や経営判断における実装を提言する。  
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